
理事・事務局長　　斎藤 主税

中間支援組織の立場から見えてくる 
集落支援員の現状と課題

総務省・過疎問題懇談会＠2025.4.23
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新潟県村上地域 
（村上市・関川村・粟島浦村）

【人　　口】62,915人（R2国勢調査／20年間で18,946人減） 
【高齢化率】  39.72%（R2国勢調査／20年間で13.6％上昇）

都岐沙羅パートナーズセンター
つ　き　さ　ら

面積は香川県の約8割に相当 

中山間地を含め330の集落が点在

活動開始　　　平成11年6月1日 
法人設立　　　平成14年3月1日 
理事　　　　　8名 
事務局　　　　常勤4名、非常勤1名 
会員数　　　　正会員　　24個人・団体 
　　　　　　　賛助会員　70個人・団体 
主な活動　　　新潟県村上地域における中間支援活動 
年間予算規模　約3,000万円（R5決算：約3,104万円） 

※行政からの運営費補助／指定管理業務は無し 
※収入の大半は委託事業だが、地元だけでなく、全国 
　各地の自治体・地域組織等からも多数受託 

◎地方自治法60周年記念総務大臣表彰受賞（2007） 
◎平成26年度ふるさとづくり大賞・団体表彰受賞（2015） 
◎第7回地域再生大賞・大賞受賞（2017）

特定非営利活動法人
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都岐沙羅パートナーズセンターの中間支援の特色

多様な主体を巻き込みながら、自らが率先して

事業を興す（プロデュース）
コーディネートする

地域間　集落同士・旧市町村の地区同士 

主体間　住民・NPO・企業・行政・学校... 

分野間　農業・観光・福祉・教育・自治... 

内と外　県内の他市町村・県外・国外

中間支援組織の「中間」とは…

これらの間に立ち 

主体的に動く 
潤滑油
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●協議会・組合の事務局を受託 
　▷村上地域グリーン・ツーリズム協議会／朝日まほろば夢農園管理組合

●地域内外でのプロモーション活動 
　▷モニターツアー企画運営／大都市圏でのプロモーション活動、他

 地域ツーリズムの開発・プロモーション

●教育旅行受入・交流人口の創出 
　▷教育旅行受入のコーディネート／インバウンドツアー受入協力、他

 地域づくり事業のコーディネート

●農林業振興支援 
　▷青少年森林林業体験塾／村上市いわふね林業塾 
　　・10年間でのべ参加者350人以上／林業関連就職者20名以上 
　▷村上市林業チャレンジ事業　～Mokurin Fes.～ 
　　・若者が中心となり森に親しむイベント／200人以上が来場 
　▷森林空間を活用したプログラム開発、他

●多様な主体が参加した交流機会の創出 
　▷学校と地域を結ぶオープンセッション（2009～）

●地域運営組織・集落支援員への支援 
　▷住民アンケート／活動・役職等の棚卸しサポート（全国各地／約70事例） 
　▷地域運営組織の形成・持続的運営に関する支援（全国各地） 
　▷集落支援員研修（新潟県／三重県、他）

●共助の仕組みづくり支援 
　▷生活支援コーディネーター（第二層）として活動　　　　　等々

都岐沙羅パートナーズセンターの近年の主な事業
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　2023（令和5）年度決算

経常収益：31,037,645円
前年比：▲123,136円

収入

経常費用：28,198,240円
前年比：▲907,575円

支出

当期収支差額 
（当期正味財産増減額）

2,839,405円

前期繰越金 
（前期繰越正味財産額）

2,710,241円

次期繰越金 
（次期繰越正味財産額）

5,549,646円

管理費
13.4%

事業費
29.4%

人件費
57.2%

会費・寄付金 0.9%
助成金 0.2%

事業収益

98.5%

その他収益 0.4%

村上市／関川村

32.9%

県内市町村

4.4%

新潟県 1.6%
公益・地域組織 4.1%

国・県外自治体

36.9%

自主事業

20.1%
282
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1,032
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会費・寄付金 助成金 事業収益 その他収益

（千円）
各年度の収入内訳（直近4カ年）

2023（R5）年度 
事業収益の内訳

5

公開審査会 

村上市内のショッピングセンターにて 
（2004/4/17） 設立当初は 

地域ぐるみで 
コミュニティビジネス育成！ 

都岐沙羅の元気づくり支援事業（1999～2005） 
公募型起業プランコンペの先駆け
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新潟県村上市の過去20年間人口推移と今後の20年間の予測値

28.3%減
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地域における年齢層・世代の意味

65～74歳

85歳以上

65歳以上 でもお元気な方たくさん
いらっしゃいますよね？

いま地域の住民自治を
支えている世代

75歳以上
＝後期高齢者

４人に１人が要介護３以上 
※要介護３以上の2人に１人が85歳以上

地域を支える側から 
自らが支えられる側に

高齢者
実態を正確に把握するためには、もっと細かく区分して
データを見ていくことが不可欠！
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いままでは 
地域を支える元気な高齢者 

の方が多かった

高齢者率は年々高まっていたものの...

これからは 
自らが支えられる側になる 
高齢者の方が多くなる
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新潟県村上市の高齢者人口の推移
（人）

支える世代≧支えられる世代 支える世代＜支えられる世代 支える世代≪支えられる世代

2020年以降は地域を支える世代（65～74歳）が急激に減少していく

国勢調査値 推計値

10



新潟県村上市・高齢者率×高齢者独居世帯率（2010→2020）
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地域での支えが
不可欠！

同居家族がいる
世帯がまだ多い

高齢者率が高く、 
高齢独居世帯の割合も高い

高齢者率は高いが 
高齢独居世帯の割合は低い

2010年
2020年
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新潟県村上市・後期高齢者率×三世代同居世帯率（2010→2020）
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小規模多機能自治

これからの時代の地域づくりに求められるのは

住民活動ではなく住民事業 
経済を含めた住民自治 

分野横断による複数機能

地域運営組織
この組織体が
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集落支援員

○ 過疎地域等の集落の維持・活性化のため、地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウを有する人材が、
集落の巡回・状況把握、住民同士の話し合いの促進、これらを通じ必要とされた具体的な取組やその取組主体となる
地域運営組織などのサポートを行う。

集落支援員を設置した地方自治体に対して特別交付税措置を講じる。

対象経費 集落支援員の報償費、活動費等

措 置 額 集落支援員１人あたりの上限額 専 任 万円、兼 任 万円

※ 国勢調査における人口集中地区は措置の対象外

過疎地域等の集落の維持・活性化のため、 
地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウを有する人材が、 
集落の巡回・状況把握、住民同士の話し合いの促進、 
これらを通じ必要とされた具体的な取組やその取組主体となる 

地域運営組織などのサポートを行う。

集落支援員の役割

そもそもは「集落の目配り」役を期待
行政職員だけでは把握できない地域・集落の現状を、代わりに目となり耳となって 
収集・把握・共有し、住民だけでは難しいことを第三者的に補助する役割が本分
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集落支援員は 

住民自治の再構築を促す 

補助人
主役はあくまでも地域住民
決して問題解決の当事者ではない！

住民が集落支援員に何でも任せてしまうことのないよう 
この大原則は維持していくべき！
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住民自らで考え、決断し、行動する 
という当たり前を取り戻すための支援こそが必要

考える材料と場の提供が不可欠！

自治が大前提

「答えを教える」「代わりにやる」ではない！

集落点検の結果

＝

話し合いの場

＝

臨界点を超えてしまった集落に対しては 
目配り機能に特化した集落支援員を配置
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魚沼市・集落支援員研修
2016年11～12月（2回開催）

●データから地域の現状を可視化 
　▷人口・世帯の推移を一覧にする 
　▷グラフ化して一目瞭然にする 
　◎必ず数値・グラフの意味を伝える 

●支援員としての悩みごとの共有 
　▷井戸端会議形式での対話 
　◎集落での話し合いに役立つコツも伝授
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解像度を上げろ！
解像度の低い情報で対策を考えるから机上の空論になる。

客観的必要性 主観的要求
ニーズ ≠ 要望

集落支援員は問題の解像度を上げることが重要なミッション 
集落点検はあくまでも全体像の把握　⇒　対話を通じた問題の深掘りが不可欠！
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すべてを支援員で 
抱え込まない

基本は借り物競走！ 
支援者は頼れる先を地域内外にどれくらい持っている 

（知っている）かは、非常に重要なスキル

深い専門性は他者（外部専門家）で補完すればOK 
担当地域・集落の実情に精通することの方が大事
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趣旨に則った運用が必要

• コミセン利用者・来訪者との
会話や聞き取り等を通じて見
えてくる現状・問題点を整理 

• 普段は移送サービスのドライ
バーとして活動しているが、
サービス提供を通じて見えて
くる現状・問題を整理

集落支援員は制度創設から約15年が経過…

地域の実態に応じて柔軟に
運用できる仕組みはとても
大きなメリット

当初思い描いていたものとは
異なる活用とならないよう
●公設コミセン等の事務局員（コミセン事業の実施が 
　業務の大半） 
●課題解決型事業に特化した人員としての配置 
●求めに応じて配置した結果、単なる地域の事務員に 
●人手不足を賄う補充要員!? 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　などなど

改めてそもそもの趣旨を 
確認・徹底していくことが必要

＝

これらの情
報を地域内
で共有

集
落
点
検

＝

• 組織の統合・事務の一元化な
どを進め、その事務局機能を
担うことで集落機能を維持

自治の仕組み
の再構築＝

市町村（担当課）側の 
マネジメント力が 
求められている！
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集落支援員を効果的に機能させるマネジメントのポイント

地域の現場でしか得られないことがある立ち話・雑談の中に住民の本音と対策のヒントがある。
「デスクワーク」と「地域の現場にいる時間」をバランスよく。

①支援員が地域に出向く時間・頻度を高める

「他地域の取り組みを知る」「幅広く専門家に出会う」「自地域には無い視点・考え方に触れる」
ことで見識が広がり、より効果的な支援活動ができる。

②地域内外にネットワークを持たせる

1人が1地域を担当するより、3人で3地域を担当するやり方の方が効果的。支援員1人が抱え込
む・板挟みにならない体制・人員配置を。

③支援員はチームで活動させる

会計年度任用職員の場合、労務管理を優先させすぎて、柔軟な活動に支障をきたすケースが散見
される。外部団体への委託も選択肢に。

④支援員が活動しやすい委嘱方法・雇用形態を選択する

⑤支援員配置のビジョン・戦略を持つ
集落の持続可能性を高めるための人的支援戦略が必要。施策での位置づけ・優先度向上・庁内で
の理解は大切。
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令和５年度 新潟県・集落支援員研修会・参加者アンケート結果

実施時期：R5.11.14～11.30 
実施方法：参加申込み時に回答 
回答数　：43名

集落支援員（35）
81.4%

集落支援員担

当職員（4）
9.3%

その他（4）
9.3%

※括弧の数値は人数
図1_回答者属性

男性（支援員）

（18）
41.9%

（支援員以外）

(5)
11.6%

女性（支援員）

（17）
39.5%

（支援員以外）

（3）
7.0%

図2_回答者の性別
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5〜9h 2.9%

10〜19h
14.3% 20〜29h

2.9%

30〜39h
71.4%

40h以上
8.6%

８割が週30時間以上

図5_1週間あたりの 
平均活動時間（勤務時間）

1h未満 5.7%

1〜4h
34.3%

5〜9h
22.9%

10〜19h
14.3%

20〜29h
11.4%

30h以上
11.4%

図6_実際に地域に出向いて活動している時間

集落支援員としての経験年数／1週間あたりの活動（勤務）時間

１年未満（9）
25.7%

1年以上２年未満
（8）
22.9%

２年以上３年未満

（2）
5.7%

３年以上

（16）
45.7%

図4_集落支援員としての経験年数

半数近くが３年以上

4割が4時間以下

１週間のうち、勤務時間中に
実際に地域に出向いて活動し
ている時間は

※括弧内の数値は回答数
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集落での話し合いをするうえで最も課題となっていること

51.4%

20.0%

11.4%

11.4%

2.9%

2.9%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

参加者が少ない、限られてしまう(18)

住民からの意見が出ない(7)

話し合いの目的の設定がうまくいかない(4)

その他(4)

意見がまとまらない(1)

参加者からの同意が得られない(1)

話合いの雰囲気が悪い(0)

51.4%

66.7%

60.0%

37.5%

63.6%

30.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

支援員全体（35）

１年未満(9)

1年以上3年未満(10)

３年以上(16)

10時間未満(22)

10時間以上(13)

参加者が少ない、限られてしまう

地
域
に
出
向
く

時
間
別
集
計

経
験
年
数
別
集
計

経験年数が3年以上／地域に出
向いている時間が週10時間以
上の支援員は、課題だと思って
いる割合が低い

【集落への溶け込み方や住民との関わり方で工夫している点】
• 軽運動と会話。 
• 集落点検をしながら、外仕事をしている人に声をかけたり、地域の
集まりに呼んでもらって雑談して距離をつめている。 

• 区長や民生委員など、キーマンに話を持っていき、そこから広げて
いく。 

• 行政からの呼びかけだけでは、やらされてる感で長続きもしなけれ
ば何も動き出さない。まずは仲良くなること、信頼関係ができるま
では直ぐには提案などをしてはいけない。 

• 何度も足を運び、顔を覚えてもらう。名字ではなく、名前で呼ぶ。
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48.6%

31.4%

28.6%

22.9%

20.0%

17.1%

14.3%

11.4%

11.4%

11.4%

11.4%

2.9%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

活用できる各種制度等の情報提供をしてほしい(17)

集落の状況をもっと知ってほしい(11)

活動の参考となる助言、アドバイスをしてほしい(10)

集落支援員同士が集まり相談できる場を作ってほしい(8)

活動の参考となるマニュアルや成功事例等をを紹介してほしい(7)

活動に裁量の余地を持たせてほしい(6)

集落支援員からの提案や要望にもっと耳を傾けてほしい(5)

活用できる補助制度等を創設してほしい(4)

気軽に相談できる体制にしてほしい(4)

集落に入るに当たってのアドバイス、調整（仲立ち）をしてほしい(4)

特に希望や要望はない(4)

行政への各種報告事項や提出書類が多いので減らしてほしい(1)

その他(1)

31.4%

11.1%

10.0%

56.3%

7.7%

55.6%

38.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

支援員全体（35）

１年未満(9)

1年以上3年未満(10)

３年以上(16)

５時間未満(13)

5時間以上10時間未満(9)

10時間以上(13)

集落の状況をもっと知ってほしい

経
験
年
数
別
集
計

地
域
に
出
向
く
時
間
別
集
計

行政に対する希望・要望
※回答総数に対しての回答割合（割合が高いほど、多くの人が○を付けている）で集計。回答割合が高かった順番でグラフを作成。

※括弧の数値は回答数図12_行政に対する希望・要望

地域に出向いている時間が週5時間以上
の支援員は、より求めている
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48.6%

31.4%

28.6%

22.9%

20.0%

17.1%

14.3%

11.4%

11.4%

11.4%

11.4%

2.9%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

活用できる各種制度等の情報提供をしてほしい(17)

集落の状況をもっと知ってほしい(11)

活動の参考となる助言、アドバイスをしてほしい(10)

集落支援員同士が集まり相談できる場を作ってほしい(8)

活動の参考となるマニュアルや成功事例等をを紹介してほしい(7)

活動に裁量の余地を持たせてほしい(6)

集落支援員からの提案や要望にもっと耳を傾けてほしい(5)

活用できる補助制度等を創設してほしい(4)

気軽に相談できる体制にしてほしい(4)

集落に入るに当たってのアドバイス、調整（仲立ち）をしてほしい(4)

特に希望や要望はない(4)

行政への各種報告事項や提出書類が多いので減らしてほしい(1)

その他(1)

行政に対する希望・要望
※回答総数に対しての回答割合（割合が高いほど、多くの人が○を付けている）で集計。回答割合が高かった順番でグラフを作成。

※括弧の数値は回答数図12_行政に対する希望・要望

活動の参考となる助言、アドバイスをしてほしい

28.6%

57.1%

20.0%

0.0%

41.7%

0.0%

46.2%

11.1%

23.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

支援員全体（35）

30代(7)

40代(5)

50代(8)

60代(12)

70代(3)

５時間未満(13)

5時間以上10時間未満(9)

10時間以上(13)

年
代
別
集
計

地
域
に
出
向
く
時
間
別
集
計

20.0%

46.2%

0.0%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

支援員全体（35）

５時間未満(13)

5時間以上10時間未満(9)

10時間以上(13)

活動の参考となるマニュアルや成功事例等をを紹介してほしい

30･60代／地域に出向いている時間が週5時
間未満の支援員が、活動にあたっての助言や
マニュアル等の情報を強く求めている
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集落支援員制度をより有効に活用していくための私見

• 集落点検は、関係者（住民・行政）と結果を共有してこそ意味をなす。現状ではこの部分が圧
倒的に足りていないのではないか？ここを充足させることで、集落点検の意義・必要性が格段
に向上するのと思われる。 

⇒点検結果の「共有」に関する重要度を高め、この部分への支援を拡充させていくべき

①集落点検は、結果の共有して効力を発揮する

• 地域おこし協力隊と集落支援員は、置かれている立場や現場で必要となる役割・スキルが似て
いるようで実際は異なる。生々しい地域の状況に対する対応策を増やすには、支援員同士での
経験・ノウハウのシェアでしか賄えない。 

• より適切に運用していくために、集落支援員とは別に市町村担当職員向けの研修も必要。 

⇒研修・交流等の機会のさらなる拡充が必要（都道府県の取り組みに期待）

②研修・交流機会は、地域おこし協力隊とは別に設けるべき

• 経験を積みスキルが向上しても待遇は頭打ちであるケースが多く、人材確保の面でさまざまな
制約が生じている。 

⇒専門性・スキル等に応じた待遇にできるような仕組み・環境の整備が必要

③経験・スキルに見合う待遇の必要性
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